
 

木材の安定供給の確保に関する特別措置法の運用について 

平成８年11月１日付け８林野流第106号 林野庁長官通知 

最終改正 令和４年３月22日 ３林政産第159号（令和４年４月１日施行） 

 

木材の安定供給の確保に関する特別措置法（平成８年法律第47号。以下「法」という。）、木材の

安定供給の確保に関する特別措置法施行令（平成８年政令第310号。以下「令」という。）及び木材の

安定供給の確保に関する特別措置法施行規則（平成８年農林水産省令第58号。以下「規則」という。）

の施行については、「木材の安定供給の確保に関する特別措置法の施行について」（平成８年11月１

日付け８林野流第105号農林水産事務次官依命通知。以下「次官通知」という。）により、その運用に

対する大綱が定められたところであるが、その実施に当たっては、下記の事項に配慮し、その運用に

遺憾のないようにされたい。 

なお、貴管下関係機関に対しては、貴職から通知されたい。 

 

第１ 指定地域の指定及び変更等について 

都道府県知事は、法第２条第１項による指定地域の指定並びに法第３条第１項による指定地域の

区域の変更及び指定の解除を行うに当たっては、流域森林・林業活性化協議会等の意見を聴く等の

措置を講じることとされたい。 

 

第２ 認定の申請手続について 

規則第１条の規定に基づく事業計画認定申請書は、様式第１号を参考として作成するよう指導さ

れたい。 

 

第３ 指定地域の要件について 

法第２条第１項の相当規模の森林とは、標準的には年間３万立方メートル以上の木材（竹材を含

む。以下同じ。）を新たに安定的に供給することが可能な規模をいうものであること。  

この規模は、低コストでの木材生産を実現し得る３万立方メートル程度の大規模な生産体制の整

備にも対応し得る規模の木材供給量を想定しており、素材換算で毎年おおむね３万立方メートル以

上の木材が新たに供給し得る資源が、指定される地域に存在することが明確であることとされたい。 

 

第４ 木材安定供給確保事業に関する計画の認定について 

１ 次官通知第３の５の②の森林整備に関する計画に照らして木材安定供給確保事業に関する計

画（以下「事業計画」という。）が適当であることについて確認すべきことは(1)に掲げる事項

とされたい。また、事業計画に法第４条第４項に規定する任意記載事項の記載がある場合は、

(2)から(4)までに掲げる事項についても確認されたい。 

(1) 市町村森林整備計画等に定められる立木の伐採（間伐を含む。）及び造林の標準的な方法

に従っていること。 

(2) 森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号）第10条各号に掲げる森林（以下「制限林」と

いう。）にあっては、地域森林計画に定める制限林の施業方法に従っていること。 

(3) 市町村森林整備計画に定められる公益的機能別施業森林区域内に存する森林にあっては、

当該区域内における施業の方法に従っていること。 

(4) 森林法（昭和26年法律第249号）第39条の４第１項第１号に規定する要整備森林にあって



は、地域森林計画に定められている施業の方法及び時期に従っていること。 

 

 

２  次官通知第３の５の③のハのふさわしい経営を行っている者とは、例えば次の各号の一に該

当するものとされたい。 

(1) 直交集成板、機械プレカット加工等高次加工を行っている者 

(2) 製品規格等品質管理を徹底し、ラミナ・集成材、枠組壁工法用部材、日本農林規格に適合

する無垢乾燥材等の安定出荷に取り組んでいる者 

(3) 製材加工のシステム化等により、量産化、低コスト化を図っている者 

(4) 価値の低い端材、未利用間伐材等を燃焼させて、木質バイオマスエネルギーとして利用す

ることにより、木材が最大限利用されるよう取り組んでいる者 

(5) 新規需要の開発、販路の開拓等に努めている者 

ア 従来、木材又は地域材の利用が比較的少ない、又は供給が不足している分野（非住宅建

築物、中高層建築物、木質内装、２×４建築物、土木・建築用資材、横架材、家具・木製

品等）において、木材の利用の促進や高付加価値化に取り組んでいる者 

イ 木材の新たな販売方法や調達方法の導入（顔の見える木材での家づくり、需要の創出に

よる販売量の拡大等）により、木材の利用の促進や高付加価値化に取り組んでいる者 

 

３ 次官通知第３の５の③のホの安定的な取引関係に基づきとは、長期間にわたるものであるこ

ととする。 

 

４ 次官通知第３の５の④及び⑥の事業計画に計画事項として具体的に記載させる内容について

は、様式第１号（木材安定供給確保事業計画認定申請書）の６(1)及び(3)の備考欄に記載する

こととし、「保安林及び保安林施設地区の指定、解除等の取扱いについて」（昭和45年６月２

日付け45林野治第921号林野庁長官通知）の第４の６を参考とし、現地の状況に応じて適切に記

載させること。 

 

５ 次官通知第３の５の④のイの１箇所とは、「保安林及び保安林施設地区の指定、解除等の取

扱いについて」第４の４の（３）に定めるものをいう。 

 

６ 次官通知第３の５の⑤の林地開発許可基準の運用の細則については、「開発行為の許可基準

の運用細則について」（平成14年５月８日付け14林整治第25号林野庁長官通知）の別紙に基づ

き適切に行うこと。 

 

７ 次官通知第３の５の⑤の事業計画に計画事項として具体的に記載させる内容については、様

式第１号（木材安定供給確保事業計画認定申請書）の６(2)の備考欄に記載することとし、「開

発行為の許可制に関する事務の取扱いについて」（平成14年３月29日付け13林整治第2396号農

林水産事務次官依命通知）別紙の第３及び「開発行為の許可に当たって付する条件例について」

（昭和49年10月31日付け49-2525林野庁指導部長通知）を参考とし、現地の状況に応じて適切に

記載させること。 

 

８ 事業計画の認定に当たっては、木材安定供給確保事業（促進措置を含む。）は公正かつ自由



な競争を阻害するものであってはならないことに留意されたい。 

 

９ 都道府県知事は事業計画（森林所有者等、木材利用事業者等及び木材製品利用事業者等が共

同して作成したものに限る。以下９において同じ。）の認定又は変更の認定をしたときは、認

定事業者が第９の木材産業等高度化推進資金の利用を計画する場合は、様式第４号により第９

の４の(3)の資金供給契約を締結している金融機関へ通知するものとする。 

また、都道府県知事は事業計画の認定を取り消したときは、事業者が第９の木材産業等高度

化推進資金を利用している場合は、第９の４の(3)の資金供給契約を締結している金融機関へ通

知するものとする。 

 

第５ 事業計画の認定手続について 

１ 都道府県知事は、法第４条第５項第５号に係る事業計画の認定に当たっては、他の行政分野

との調整に関し、以下の点に留意することとされたい。 

ア 都市計画法（昭和43年法律第100号）第５条の都市計画区域内において木材生産流通改善施

設の整備を含む事業計画の認定申請（事前相談を含む。）があった場合には、都市計画法の

開発許可部局に対して連絡し、可及的速やかに調整を図ること。また、木材生産流通改善施

設を整備する事業を含めた事業計画の認定と都市計画法第29条の開発許可は、都市開発部局

との調整を了した後に同時に行うこと。 

イ 都道府県知事は、木材生産流通改善施設の整備を含む事業計画を認定又は変更しようとす

る場合（法第６条第１項の規定に基づき国が森林所有者として加わって事業計画を作成し、

又は変更しようとして都道府県知事が協議を求められた場合を含む。）においては、事前に

十分な時間的余裕をもって、関係河川管理者（指定区間については都道府県知事とする。）

に通知することとし、森林法第10条の２第２項第１号の２に係る要件について河川管理者（指

定区間については都道府県知事とする。）との協議が調った後でなければ当該認定は行わな

いこと。 

ウ 都道府県知事は、木材生産流通改善施設の整備を含む事業計画を認定又は変更しようとす

る場合（法第６条第１項の規定に基づき国が森林所有者として加わって、事業計画を作成し、

又は変更しようとして都道府県知事が協議を求められ、協議が成立した場合を含む。）には、

その度にその旨を都道府県公安委員会に通知すること。 

 

２ 法第４条第１項又は第５条第１項の規定に基づき、都道府県知事に「砂防指定地」、「地す

べり防止区域」、「急傾斜地崩壊危険区域」又は「河川区域」（以下「砂防指定地等」という。）

の森林を含む事業計画の認定申請があったとき（法第６条第１項の規定に基づき国が森林所有

者として加わって砂防指定地等の森林を含む事業計画を作成し、又は変更しようとして都道府

県知事が協議を求められた場合を含む。）は、都道府県の林務担当部局は、砂防指定地等に係

る部分について砂防担当部局・河川管理者へ連絡すること。 

 

３ 都道府県知事は、臨港区域、港湾隣接地域、港湾施設が相当程度集積している港湾区域内の

埋立地又は港湾施設用地（以下「臨港地区等」という。）に所在する森林又は土地を対象とす

る事業計画を認定しようとする場合（法第６条第１項の規定に基づき国が森林所有者として加

わって臨港地区等に所在する森林又は土地を対象とする事業計画を作成し、又は変更しようと

して都道府県知事が協議を求められた場合を含む。）は、あらかじめ港湾管理者と協議するこ



と。 

 

４ 法第４条第１項又は第５条第１項の規定に基づき、都道府県知事に対し原生自然環境保全地

域又は自然環境保全地域（以下「自然環境保全地域等」という。）の森林を含む事業計画の認

定申請があったとき（法第６条第１項の規定に基づき国が森林所有者として加わって自然環境

保全地域等の森林を含む事業計画を作成し、又は変更しようとして都道府県知事が協議を求め

られたときを含む。）は、都道府県の林務担当部局は、自然環境保全地域等に係る部分につい

て自然保護担当部局へ連絡することとされたい。 

 

５ 法第９条第１項にいう事業計画の内容が森林経営計画の内容と異なることとは、認定事業計

画と森林経営計画の両計画が立てられている森林について、認定事業計画の伐採箇所、時期及

び材積等が森林経営計画と整合が図られていないことをいう。 

また、森林経営計画の認定を受けた又は受けようとする森林所有者又は森林所有者から森林

の経営の委託を受けた者が、法第４条第１項に基づき事業計画を作成するに当たっては、当該

事業計画の内容を森林法第11条第５項（法第８条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）に規定する森林経営計画の認定基準と整合が図られるよう調整するとともに、森林所有

者又は森林所有者から森林の経営の委託を受けた者が森林経営計画の内容と異なる伐採箇所等

の計画について、事業計画の認定を受けた場合には、法第９条第１項の規定に基づき、確実に

森林経営計画の変更を行い、認定請求を行うよう指導されたい。 

なお、事業計画の認定後、新たに森林経営計画を作成又は既に事業計画の内容と整合が図ら

れている森林経営計画を変更する場合についても、事業計画の内容と異なる内容とならないよ

う調整するよう指導されたい。 

 

６  木材製品利用事業者等が申請者に含まれない事業計画の認定に当たっては、林業経営基盤

の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法（昭和54年法律第51号）第４条第２

項に基づく合理化計画の認定要件を満たしているかについても審査し、合理化計画の認定を併

せて行い、第９の木材産業等高度化推進資金の積極的な活用を図るなどにより事業計画の円滑

な実施ができるように配慮されたい。 

なお、合理化計画の認定要件を満たしているかについては、「林業経営基盤の強化等の促進

のための資金の融通等に関する暫定措置法の施行について」（昭和54年８月23日付け54林野企

第82号農林水産事務次官依命通知）及び「林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等

に関する暫定措置法の運用について」（昭和54年８月23日付け54林野企第83号林野庁長官通知。

以下「基盤強化法長官通知」という。）に基づき適切に行うこと。 

 

７ 農林水産大臣による事業計画の認定に当たっては、事業実施に必要な資金の供給を円滑にす

るため、関係する都道府県に連絡調整を行うので、第９の木材産業等高度化推進資金の積極的

な活用を図るなどにより事業計画の円滑な実施ができるように配慮されたい。 

 

第６ 認定事業計画の変更申請について 

１ 認定事業計画を変更しようとする認定事業者は、当該認定をした都道府県知事又は農林水産

大臣に事業計画変更認定申請書を提出することとされたい。 

また、事業計画変更認定申請書は様式第２号を参考として申請するよう指導されたい。 



 

２ 認定事業計画の変更認定の申請手続が必要な場合とは、次に掲げる場合とする。 

(1) 認定事業者に変更が生じる場合 

(2) 取引量が計画の３割以上変動すると見込まれる場合 

(3) 木材生産流通改善施設の事業費（様式第１号３(5)に記載した事業費を指す。）の額が３割

以上変動すると見込まれる場合 

(4) 法第４条第５項第４号、第５号又は第６号に係る変更をしようとする場合 

 

第７ 事業計画の添付書類について 

事業計画の認定を受けようとする者は、規則第１条の書類のほか、次の資料を添付することとさ

れたい。 

１ 森林法に基づき森林経営計画の認定を受けている場合には、当該認定書及び計画書の写し 

 

２ 防衛省が使用又は収益を行う権原を有している土地に木材生産流通改善施設を整備する場合

には、関係地方防衛局長の同意書 

 

３ 事業者間における木材の取引に係る協定等 

 

第８ 農林水産大臣への通知について 

法第４条第13項の規定に基づく農林水産大臣への認定通知は、様式第３号によるものとする。 

 

第９ 木材産業等高度化推進資金制度について 

次官通知第13の(3)の都道府県から資金の供給を受けて金融機関が貸し付ける資金については、

以下のとおりとする。 

１ 木材産業等高度化推進資金制度の仕組み 

木材産業等高度化推進資金制度は、国が独立行政法人農林漁業信用基金（以下「信用基金」

という。）を通じて都道府県に資金を貸し付け、都道府県は当該貸付金及び当該貸付金と同額

の自己資金を併せて金融機関に供給し、金融機関はこれを原資の一部として、事業計画（森林

所有者等、木材利用事業者等及び木材製品利用事業者等が共同して作成したものに限る。以下

第９において同じ。）の認定を受けた者に低利で貸し付けるものである（この仕組みの中で金

融機関が貸し付ける資金を、以下「木材産業等高度化推進資金」という。）。 

 

２ 木材産業等高度化推進資金事業計画の作成及び承認 

(1) 都道府県は、木材産業等高度化推進資金制度を実施しようとするときは、都道府県内の資

金需要の実情に即し、様式第５号により木材産業等高度化推進資金事業計画（以下「推進資

金事業計画」という。）を作成し、これを林野庁長官に提出してその承認を受けるものとす

る。 

(2) 都道府県は、承認を受けた推進資金事業計画について、次に掲げる変更をしようとすると

きは、遅滞なく変更の承認を受けるものとし、その場合の様式は、様式第６号のとおりとす

る。また、それ以外の変更については、林野庁長官に届け出るものとする。 

ア 貸付条件を変更すること。 

イ 資金計画を変更すること。 



なお、林野庁長官が別表に定める利率を改定し、都道府県知事がその範囲内で利率を改定

する場合には、承認及び届出を要しない。 

 

３ 信用基金からの資金の貸付け 

(1) 信用基金は、事業計画の認定を受けた者が当該認定に係る措置を実施する場合にこれを円

滑にするために必要な資金の供給の事業を行う都道府県に対し、当該事業に必要な資金の２

分の１の範囲内においてその資金を貸し付けることが業務の特例としてできることとされて

いる。 

なお、当該貸付業務において、信用基金は原則として都道府県の事業費の２分の１を貸し

付けるものとする。 

(2) 信用基金からの都道府県に対する資金の貸付けの利率は、年１パーセントとする。 

ただし、当該事業の基準日（貸付予定日の属する事業年度（以下「貸付年度」という。）

開始の日の直前の３月１日をいう。ただし、当該事業が複数年度にわたる場合であり、貸付

年度の翌年度以降については、各年度の開始の日の直前の３月１日とする。以下同じ。）の

属する週に日本銀行によって作成される「預金種類別店頭表示金利の平均年利率等について」

（当該週に作成されない場合には基準日の７日前の日の属する週に作成されたもの）におけ

る「預入金額が１千万円以上の定期預金の預入期間別平均年利率」に掲げる預入期間が１年

の定期預金の利率が１パーセント未満のときは、当該利率とする。 

(3) (2)の利率については、当該利率を適用することが適当でないと認めるときは林野庁長官

が必要に応じて改定できるものとする。 

(4) 貸付けの種類は、短期貸付（貸付期限が１会計年度内の貸付けをいう。）及び長期貸付（貸

付期限が１会計年度を超える貸付けをいう。以下同じ。）とする。なお、長期貸付を受けよ

うとする都道府県は、総務大臣に起債の届出又は協議若しくは許可を受けることを要するの

で留意されたい。 

 

４ 都道府県から金融機関への資金の供給 

(1) 都道府県は、木材産業等高度化推進資金の貸付けを行う金融機関に対し、当該貸付けに必

要な原資の一部となるべき資金を供給するものとする。なお、その場合の資金は、原則とし

て、信用基金からの貸付金及び当該貸付金と同額の自己資金とする。 

(2) (1)により都道府県が供給する資金の額は、金融機関が行う木材産業等高度化推進資金の

貸付けに必要な原資の２分の１の額とする。 

(3) 都道府県は、金融機関に対して資金の供給を行おうとするときは、あらかじめ当該金融機

関と資金供給契約を締結するものとする。 

(4) 資金供給契約においては、次の事項を定めるものとする。 

ア 都道府県からの資金の供給を受けて金融機関が貸し付ける木材産業等高度化推進資金の

貸付枠 

イ 資金の供給の期間及び利率 

ウ その他必要な事項 

(5) (4)のイの都道府県が供給する資金の利率は、年１パーセントの範囲内とする。 

ただし、当該事業の基準日（貸付予定日の属する事業年度（以下「貸付年度」という。）

開始の日の直前の３月１日をいう。ただし、当該事業が複数年度にわたる場合であり、貸付

年度の翌年度以降については、各年度の開始の日の直前の３月１日とする。以下同じ。）の



属する週に日本銀行によって作成される「預金種類別店頭表示金利の平均年利率等について」

（当該週に作成されない場合には基準日の７日前の日の属する週に作成されたもの）におけ

る「預入金額が１千万円以上の定期預金の預入期間別平均年利率」に掲げる預入期間が１年

の定期預金の利率が１パーセント未満のときは、当該利率の範囲内とする。 

 

５ 金融機関に対する指示 

都道府県は、資金の供給を行うに当たっては、法、令、規則、次官通知及びこの通知の定め

るところに従って木材産業等高度化推進資金の貸付けを行うよう指示するものとする。 

 

６ 貸付状況等の報告 

(1) 都道府県は、木材産業等高度化推進資金の貸付けを行う金融機関から年度の半期ごとに当

該資金の貸付け状況について報告を徴するものとする。 

なお、その他必要に応じて、月単位で報告を徴することができる。 

(2) 都道府県は、木材産業等高度化推進資金の貸付けを受ける事業者から、事業計画上の各年

度終了後２か月以内（事業計画上の年度の終了の日が３月中にある場合には、４月末日まで）

に様式第７号により当該年度の資金の借受額及び資金の借受けに係る事業の実績報告を徴す

るものとする。 

(3) 都道府県は、様式第８号により上半期末における木材産業等高度化推進資金の貸付状況に

ついて10月末日までに林野庁長官に報告するとともに、毎年度５月末日までに様式第９号に

より前年度の木材産業等高度化推進資金の貸付実績報告書を作成し、林野庁長官に提出する

ものとする。 

(4) (1)から(3)までに規定するほか、林野庁長官は、木材産業等高度化推進資金制度の円滑な

運用を図るために必要があると認めるときは、都道府県に対して木材産業等高度化推進資金

の貸付状況について報告を求めることができるものとする。 

 

７ 信用基金からの貸付金の返還 

都道府県は、３の資金の供給の事業を廃止又は縮小した場合には、信用基金からの借入金の

全部又は一部を信用基金に返還しなければならない。 

 

８ 都道府県の規程 

(1) 都道府県は、法、令、規則、次官通知及びこの通知に従って木材産業等高度化推進資金制

度の実施のために必要な事項を定めるものとする。 

(2) 都道府県は(1)の事項を定めたときは、これを林野庁長官に提出するものとする。 

 

９ 木材産業等高度化推進資金の貸付け 

木材産業等高度化推進資金の資金種類、資金内容、貸付対象者及び貸付条件は、下記及び別

表のとおりとする。 

ただし、木材産業等高度化推進資金の対象には、既往借入金の借換え（本資金の初回の

借入れ時における既往借入金（短期運転資金）からの切替えを除く。）は含まないものと

する。 

(1) 利率 

利率は、別表に定める利率の範囲内において都道府県知事が定めるものとする。ただし、



地域の実情により、別表に定める利率を上回る利率を定める必要がある場合には、その理由

を付して林野庁長官の承認を得るものとする。なお、本資金の協調倍率（都道府県が供給す

る資金の額に対する金融機関が貸し付ける木材産業等高度化推進資金の額の倍率。以下同

じ。）は２倍を適用するものとする。 

(2) 償還期限及び据置期間 

償還期限及び据置期間は、別表に定める範囲内において都道府県知事が定めるものと     

する。 

(3) 貸付限度額及び貸付限度額の特認 

ア 貸付限度額は、別表に定める範囲内において都道府県知事が定めるものとする。 

イ 貸付限度額の特認は、別表に定める条件に適合する場合により、別表に定める範囲内に

おいて林野庁長官が承認した額とする。   

(4) 木材産業等高度化推進資金の貸付けの方法 

本資金の貸付けの方法は、証書貸付又は手形貸付によるものとする。 

(5) 信用基金による保証の活用 

都道府県は、木材産業等高度化推進資金制度の円滑な運営を図るため、関係者に対し、信

用基金の債務保証制度の積極的な活用について十分指導するものとする。 

 

10  木材産業等高度化推進資金の貸付けの停止 

金融機関は、事業計画が取り消された場合には、木材産業等高度化推進資金の貸付けを停止

するものとする。 

 

11 木材産業等高度化推進運営協議会 

(1) 木材産業等高度化推進資金制度の適正かつ円滑な運用を図るため、都道府県に木材産業等

高度化推進運営協議会（以下｢協議会｣という。）を設置することができるものとする。 

(2) 協議会は、都道府県、金融機関及び木材産業関係諸団体の代表者、その他都道府県知事が

必要と認める者をもって構成するものとする。 

(3) 協議会は、木材産業等高度化推進資金制度運用の基本的方針その他都道府県知事が必要と

認めて付議した事項について審議することができるものとする。 

 

12 木材産業等高度化推進資金に係る指導等 

(1) 都道府県知事は、木材産業等高度化推進資金の制度の運用に当たっては、当該資金が仮に

も投機的な木材取引に利用されることのないよう木材関連事業者及び金融機関に対し、十分

指導するものとする。 

(2) 都道府県知事は、事業計画の作成及びその実施につき、林業普及指導組織等を通じ、森林

組合連合会、木材関係協同組合連合会その他の関係団体との緊密な協力のもとに、経営的か

つ技術的見地からの必要な指導助言を行うほか、本制度の円滑な実施が図られるようできる

限り配意するものとする。 

 

13 基盤強化法長官通知に基づき、木材産業等高度化推進資金制度を実施する都道府県にお

いては、２に基づく申請及び６に基づく報告を基盤強化法長官通知に定める申請及び報告

と一括して行うものとする。 

 



第10 樹木採取権設定に係る申請書を認定事業計画とみなす申請手続について 

法第24条の規定に基づき、樹木採取権設定に係る申請書を認定事業計画とみなすこと等（以下「み

なし認定」という。）についての都道府県知事等への申請書は、様式第11号を参考として作成する

よう指導されたい。 

なお、みなし認定を円滑に行う観点から、国有林野の管理経営に関する法律（昭和26年法律第246

号。以下「管理経営法」という。）第８条の12第２項に基づく協議があった場合は、樹木採取権設

定候補者に係る申請書のうち、事業計画に関連する事項について、都道府県の法担当部局において

も確認されたい。 

 

  




